
平成１６年 夏季一時金

要求・妥結状況調査（最終集計）

当課では、県内に事業所をおき労働組合のある企業３００社（従業員数

３００人以上の大手１５０社、３００人未満の中小１５０社）を対象として、

毎年、夏季一時金の要求・妥結状況調査を実施している。

調査対象企業のうち、回答のあった２３０社について集計を行った結果は次

のとおりである （集計は、平成１６年１２月２０日現在）。

１ 平均要求額

（１）平均要求額は、５９２，０４８円となっている。

（２）要求額が最も高いのは、情報通信業で１，３６７，３３６円、次いで

教育、学習支援業で９３３，４３２円、輸送用機械器具業で

７１０，０６５円の順となっている。

逆に、最も低いのは、飲食店、宿泊業で２５９，７０５円、次いでパ

ルプ・紙業４０１，６４４円、卸売・小売業で４７０，８１３円の順と

なっている。

（３）規模別にみると、大手１２４社の平均要求額は６２１，２３０円とな

っている。一方、中小１０６社の平均要求額は５５９，３２８円となっ

ている。



２ 平均妥結額

（１）平均妥結額は、４８８，８３５円、１．９１ヵ月分となっている。

前年（平均妥結額４８１，５８９円）と比べると、７，２４６円上回

っており、増加率１．５０％となっている。

（２）妥結額が最も高いのは、情報通信業で１，２５５，７３７円、次いで

教育、学習支援業７３６，３５１円、化学・石油業で６６１，６２１円

の順となっている。

逆に、最も低いのは、飲食店、宿泊業２７２，３６５円、次いで金属

， 、 ， 。製品業３３１ ８３４円 印刷業で３３１ ９４２円の順となっている

（３）対前年増加率が最も高いのは、ゴム・皮革業で１８．４７％、次いで

情報通信業で１３．７６％、鉄鋼業１３．１６％の順となっている。

逆に、最も低いのは、繊維・衣服業△２８．１６％、次いで印刷業

△１３．９３％、建設業△７．４５％の順となっている。

（４）規模別にみると、大手１２４社の平均妥結額は５２７，４３１円

（１．９７ヵ月分）で、前年（平均妥結額５１４，０１６円）を

１３，４１５円上回っている。対前年増加率２．６１％である。

また、中小１０６社の平均妥結額は４４３，６８６円（１．８３ヵ月

分）で、前年（平均妥結額４４６，７２２円）を３，０３６円下回って

いる。対前年増加率△０．６８％である。

平均妥結額を比較すると、大手が中小を上回っており、その差は

８３，７４５円となっている。

（５）地区別にみると、妥結額は高い方から北九州、筑後、福岡、筑豊の順

となっている。

大手では北九州、筑後、福岡、筑豊の順となっているが、中小では筑

後、福岡、筑豊、北九州の順となっている。


